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地域密着型サービス事業所
指定更新に関する手引き
つくばみらい市介護福祉課
１　指定更新制度の概要
　　平成18年４月の介護保険法の改正により、介護サービスの質を担保するために、介護サービス事業者が、指定基準等を遵守して適切なサービス提供を行うことができるかを定期的にチェックする必要があるとして、事業者の指定は６年ごとに更新を受けなければ指定の効力を失うこととされました。
　　指定の効力を失った場合、介護報酬の請求ができなくなります。

　　（介護保険法第71条、第72条及び介護保険法施行法第４条の規定により、指定があったものとみなされた事業所を除く。）
　　なお、人員・設備・運営などの指定基準を満たしていない場合や、基準に従って適切

　な事業の運営がされない場合のほか、申請法人やその役員等が過去に同一のサービスで

　指定の取り消し処分を受けた場合など法律上の欠格事由に該当するときは、指定更新を

　受けることができません。（更新の欠格事由は、指定の欠格事由と同様です。）
２　指定更新制度のサービスの種類について
　(1)対象事業者

　　つくばみらい市において指定更新が必要な事業者は、「指定地域密着型サービス事業者」「指定地域密着型介護予防サービス事業者」です。


　　　指定地域密着型サービス事業者　　　　 指定地域密着型介護予防サービス事業者
　　　①認知症対応型通所介護　　　　　　　　①介護予防認知症対応型通所介護

　　　②小規模多機能型居宅介護　　　　　　　②介護予防小規模多機能型居宅介護
　　　③認知症対応型共同生活介護　　　　　　③介護予防認知症対応型共同生活介護

　　＊上記は、つくばみらい市において指定している事業者の種類です。（夜間対応型訪問介護及び地域密着型特定施設入居者生活介護については、現在、つくばみらい市の指定事業者はありませんので掲載していません。）

　(2)他市町村に所在する事業所でつくばみらい市のみなし指定を受けている事業者
　　平成18年４月１日施行の介護保険制度の改正により「地域密着型サービス」が創設されましたが、平成18年３月31日以前から指定を受けている「認知症対応型共同生活介護」や「認知症対応型通所介護」は、施行日にその所在地の市町村から、また、他市町村の被保険者が施行日前日（認知症対応型通所介護の場合は平成18年３月中）に利用している場合には当該他市町村から、地域密着型サービス（介護予防含む。）の指定を受けたものとみなされています。（みなし指定）
　　現在もみなし指定をつくばみらい市で受けている事業者は、当該事業所の所在する市町村において指定更新手続きを行うとともに、つくばみらい市の指定更新手続きも必要になりますので、ご注意ください。（経過措置あり）
　　なお、つくばみらい市に所在する事業所で他市町村のみなし指定を受けている事業者についても、みなし指定を受けているそれぞれの市町村で指定更新手続きが必要になります。

　　他市町村での指定更新手続きについては、それぞれ各市町村の担当窓口にご確認くだ

　さい。
３　指定の有効期間について
　(1)指定の有効期間

　　指定を受けた日から６年を経過する日までが有効期間となります。
	（例）平成16年4月1日指定の場合は，6年を経過する日，つまり平成22年4月1日までが有効期間となっている。


　　指定の効力を引き続き有効にするためには、有効期間満了日までに指定更新手続を行
　わなければなりません。
　(2)みなし指定を受けている事業所（介護予防含む）の場合

　　平成18年３月31日以前から指定を受けていて、「認知症対応型共同生活介護」及び「認知症対応型通所介護」を実施していた事業所においては、茨城県からの指定を受けた日から起算して６年間となります。また、指定を受けたとみなされている「介護予防認知症対応型共同生活介護」「介護予防認知症対応型通所介護」についても同様の取扱い（起算日が同じ）となります。
　(3)他市町村に所在する事業所（みなし指定事業所）の場合
　　他市町村所在の地域密着型サービス事業所で、つくばみらい市の被保険者が利用している場合の指定の有効期間については、有効期間が異なる場合がありますので、ご注意ください。

　　①平成18年３月31日以前からつくばみらい市の被保険者が利用している場合

　　　⇒つくばみらい市の指定の有効期間は県の指定日から６年間

　　　　(例)平成1６年10月１日に県から指定を受け、平成17年４月からつくばみらい市の被保険者が利用している場合（経過措置あり）
　　　　　　⇒指定の有効期間は、平成1６年10月１日から平成2２年１０月１日まで
　　②平成18年３月31日以前からつくばみらい市の被保険者が利用しており、みなし指定を受けている事業所で、平成18年４月1日以降につくばみらい市の別の被保険者が利用することにより、改めてつくばみらい市が指定した場合

　　　⇒つくばみらい市の指定有効期間は改めて指定した日から６年間

　　　　(例)平成1６年10月１日に県から指定を受け、平成17年４月からつくばみらい

市の被保険者が利用しており、みなし指定を受け、その後、つくばみらい市の別
の被保険者が利用するため、平成18年10月１日に指定をした場合

　　　　　　⇒指定の有効期間は、平成18年10月１日から平成24年１０月１日まで

４　指定更新申請手続きの流れ
　　地域密着型サービス事業者（介護予防含む。）の更新は、申請に基づき、市町村長がサービスの種類と事業所ごとに行うこととなっています。申請に当たって、指定時同様に厚生労働省令で定められている地域密着型サービスの人員基準と設備・運営基準を満たす必要があるほか、設備等の基準については、建築基準法・消防法など関係する法令等を遵守したものであることが前提となっています。
５　提出書類について
(１)提出書類作成上の注意
　①更新申請書類はサービス事業所ごとに必要です。申請書は、サービスごとに作成することとし、今まで、複数のサービスについて１つの事業所番号で指定を受けている場合であっても、サービスごとに作成してください。
　　(例)法人が認知症対応型通所介護事業、認知症対応型共同生活介護事業を行っている場合、更新申請書類は２事業所それぞれごとに作成することが必要です。
　②申請書類に著しい不備がある場合は、理由を示して、申請書類を返却することが

　　あります。軽微な不備等については、電話等で連絡します。いずれの場合も、再

　　度示された提出期限までに対応してください。
　(２)提出期限

　　　指定更新申請提出書類は、市が指定する指定更新申請期日までに必ず提出してください。
　　

　(３)提出先
　　　　　　　　〒３００-２３９５
　　　　　　 　茨城県つくばみらい市福田１９５番地

　　　　　　 　　つくばみらい市役所保健福祉部介護福祉課（伊奈庁舎１Ｆ）
　　　　　　　　　TEL　0297－58－2111　FAX　0297－58－5631
　　　　　　　　　E-mail:kaigo01@city.tsukubamirai.lg.jp
　(4)提出部数
　　　正本1部提出してください。

　(5)提出方法
　　　原則持参して提出してください。ただし、その場では提出書類の確認のみで、審査はしません。
　　　また、県外などで持参が難しい場合は、事前に当課に連絡のうえ、郵送により提出してください。
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